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トップがきかず， 1976年以来18年間続いた低下傾向は， 1993年には， 24.2% とし、う戦後最低の
数字にまでゆきつくにいたった。~読売新聞JI 1993年12月 28 日号は，労働省が12月 27 日に発表






表 1 ~労働組合数，組合員数及び推定組織率の推移』は， 1945年から93年tこいたる労働組合












年次 |組合数|組合員数|推定組織率 l 年次 |組合数|組合員数|推定組織率
万人 % 万人 % 
1945 509 38 3.2 70 60, 954 1, 160 35.4 
46 12, 006 368 39.5 71 62, 428 1, 180 34.8 
47 23, 323 569 45.3 72 63, 718 1, 189 34.3 
48 33, 926 668 53.0 73 65, 448 1, 210 33. 1 
49 34, 688 666 55.8 74 67, 829 1, 246 33.9 
50 29, 144 577 46.2 75 96, 333 1, 259 34.4 
51 27, 644 569 42.6 76 70, 039 1, 251 33.7 
52 27, 851 572 40.3 77 70, 625 1, 244 33.2 
53 30, 129 593 36.3 78 70, 868 1, 223 32.6 
54 31, 456 608 35.5 79 71, 780 1, 217 31. 6 
55 32, 012 629 35.6 80 72, 693 1, 224 30.8 
56 34, 073 646 33.5 81 73, 694 1, 236 30.8 
57 36, 084 676 33.6 82 74, 091 1, 242 30.5 
58 37, 823 698 32.7 83 74, 486 1, 241 29. 7 
59 39, 303 721 32.1 84 74, 579 1, 236 29. 1 
60 41 , 561 766 32.2 85 74, 499 1, 232 28.9 
61 45, 096 836 34.5 86 74, 183 1, 228 28.2 
62 47, 812 897 34.7 87 73, 138 1, 220 27.6 
63 49, 796 936 34.7 88 72, 792 1, 216 26.8 
64 51, 457 980 35.0 89 72, 605 1, 215 25.9 
65 52, 879 1, 015 34.8 (平元〉
66 53, 985 1, 040 34.2 90 72, 202 1, 219 25.2 
67 55, 321 1, 057 34. 1 91 71, 685 1, 239 24.5 
68 56, 535 1, 086 34.4 92 71, 881 1, 254 24.4 
69 58, 812 1, 125 35.2 93 1, 266 24.2 
注 ① 労働大臣官房統計情報部編『労働組合基本調査30年史~ 1978年労働大臣官房統計情報部編
『日本の労働組合の現状一労働組合基本調査報告~ 1983年， 1991年
る 49年間においても，この時限りである。その意味で，この「高率組織化」の時代の 6 年間は，
組織的にはかなり不安定で，流動的な時代であったともいえよう。その後1953年から 1960年ま
で， r高度成長の助走期」ともいうべき時代では，組織率は， 36.3%から32.2%へと徴減を示
したが， 1961年からやや徴増に転じている。いわゆる「高度成長期J (1960"-' 1974) では，組織











循環 谷 山 期 間 通 称 労組・組織率
(1949. 11~1950.5) % 
〈景気後退・不況〉 (7 ヶ月〉 (安定恐慌〉 55.8 
1. 1950. 6 1951. 6 13ヶ月 46.2 
(景気後退・不況) (3 ヶ月〉
2. 1951. 10 1954. 1 27ヶ月 42.6• 40.3 
〈景気後退・不況〉 (9 ヶ月〉 40.3 
3. 1954.11 1957. 6 31 ヶ月 神武景気 35.6• 33.5 
〈景気後退・不況〉 (11 ヶ月〉 35.6 
4. 1958. 6 1961. 12 42ヶ月 岩戸景気 32.7• 34.5 
(景気後退・不況〉 (9 ヶ月〉 34.7 
5. 1962. 10 1964. 10 24ヶ月 34.7→35. 。
(景気後退・不況) (11 ヶ月〉 (証券不況〉 34.8 
6. 1965.10 1970. 7 57ヶ月 いざなぎ景気 34. 1• 35.4 
(景気後退・不況〉 (15ヶ月〉 (70年恐慌〉 34.8 
7. 1971. 12 1973.11 23ヶ月 34.3• 33. 1 
(景気後退・不況〉 (15ヶ月〕 33.9 
8. 1975. 3 1977. 1 22ヶ月 34.4• 33.7 
(景気後退・不況〉 (8 ヶ月〉 33.2 
9. 1977.10 1980. 2 28ヶ月 32.6• 31. 6 
(景気後退・不況〉 (35ヶ月〉 30.8• 30.5 
10. 1983. 2 1985. 6 28ヶ月 29.7• 29. 1 
(景気後退・不況〉 (16ヶ月〕 (円高不況) 28.9• 28.2 
1991. 4 53ヶ月 平成景気 27.6• 25.2 
(景気後退・不況〉 (34ヶ月→〉 (平成不況〉 24.5• 24.2• 








ているのである。それに続く岩戸景気では， 1. 8%，いざなぎ景気では1. 3%の徴増を示している
が，いざなぎ景気につぐ大型景気である平成景気でも 2.4%の低落を示している。また16ヶ月続



























も増えておれば組織率低下はありえなL、。ところが調査結果をみると雇用者総数が 4， 209 万人
と前年より 107 万人も大幅に増えたのに，組合員数は1， 252万人で，逆に6， 000人減っている」
「最近の雇用動向を見ると，伸びているのは，第三次産業の分野であり，その雇用者は全体の
55%にも達している。ところが，組織率の方は卸・小売業で 9.5%，サービス業で18.8% と極










同じ1983年12月 30 日の『日本経済新聞』の社説「三割切った労組織率J も次のようにのべて
いる。 r労組基礎調査の結果，労組の推定組織率は29. 7% と調査史上始めて 3 割を切ったこと


























































































経営者(もしくは経営者団体)と労働組合との関係は，労使関係 (industrial relations) 


























間あたりの単価としての「労働の価格」が低廉で， 1 日 24時間の中から，生理的に必要な睡眠
時間，食事の時間，排粧の時間，最低限の休憩時間を除いた全部の時間が，生活の資を得るた
めの労働に投入される場合，労働力=労働者の等式が成立する。したがって，労働者が，単な






















































本経済青年協議会が， 1993年度の新入社員 4， 244 名を対象にした「新入社員意識調査J におい
て， r定年までこの会社で、働きたいかJ の設聞にたいして「定年まで、働きたい」と答えたもの
が16.8%， 1"とりあえずこの会社で働く」と答えたものが28.2% ， 1"状況次第で変わる」と答



















































































果J が存在するから)経営者は本質的に， 組合ぎらいであり， 反組合である。経営者にとって
は，彼らの利潤の追求・拡大のためには，労働組合がない方が良いのである。このない方が良
い組合を，経営者が承認し，その交渉相手としてみとめるにいたるまでには長い年月を要した
























































































































(1994. 3. 3) 
- 65 ー
